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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のセンサ素子により受信された各受信信号から得られるベースバンド信号ベクトル
の相関ベクトルを用いることにより空間平均が適用された共分散行列を示す一般化ＨＡＮ
ＫＥＬ行列Ｒを生成する第１行列生成部と、
　前記一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒの部分行列Ｒ1及びＲ2を用いて線形演算することにより
雑音部分空間への射影行列としての性質を有する核行列Ω1を生成し、該核行列Ω1と直交
する核行列Ω2を生成する第２行列生成部と、
　前記核行列Ω1及びΩ2のいずれか一方を分子に他方を分母に用いて定義された角度スペ
クトラム、又は、前記核行列Ω1及びΩ2を用いた代数方程式から信号の到来方向を推定す
る推定部と、
　を備えることを特徴とする到来方向推定装置。
【請求項２】
　前記第２行列生成部は、
　　前記一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒの部分行列Ｒ1及びＲ2を用いて線形演算子Г＝（Ｒ1

Ｒ1
H）-1Ｒ1Ｒ2

H（－１は逆行列を示し、Ｈは複素共役転置を示す）を算出する演算子算
出部と、
　　前記線形演算子Гと単位行列Ｉとを用いてプロパゲータ行列Π＝[Г、－Ｉ]T（Ｔは
転置を示す）又は直交化プロパゲータ行列Π'＝Π（ΠHΠ）-1/2（－１／２は√を示す）
を算出するプロパゲータ行列算出部と、
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　を含み、
　前記核行列Ω1を前記プロパゲータ行列Π又は前記直交化プロパゲータ行列Π'を用いて
算出する、
　ことを特徴とする請求項１に記載の到来方向推定装置。
【請求項３】
　前記第２行列生成部は、
　　前記一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒの部分行列Ｒ1及びＲ2、並びに、前記線形演算子Гを
用いてスケーリング行列Λ＝Ｒ2Ｒ2

H－Ｒ2Ｒ1
HГを算出するスケーリング行列算出部を更

に含み、
　前記核行列Ω1を前記スケーリング行列Λの逆行列と共に前記プロパゲータ行列Π又は
前記直交化プロパゲータ行列Π’を用いて算出する、
　ことを特徴とする請求項２に記載の到来方向推定装置。
【請求項４】
　前記第２行列生成部は、前記核行列Ω1を、前記プロパゲータ行列Π又は前記直交化プ
ロパゲータ行列Π'を用いて算出された核行列と、前記スケーリング行列Λの逆行列と共
に前記プロパゲータ行列Π又は前記直交化プロパゲータ行列Π’を用いて算出された核行
列と、を線形結合させることにより算出することを特徴とする請求項３に記載の到来方向
推定装置。
【請求項５】
　前記第１行列生成部は、前記複数のセンサ素子の数がＮであり、前記複数のセンサ素子
で受信される到来信号数がＭである場合に、前記ベースバンド信号ベクトルの相関ベクト
ルのうちの、同一複素共役成分を有しかつ自己相関成分までの連続して並ぶ成分の数が（
Ｎ－Ｍ）個以上となる複数成分を要素とする部分ベクトルから、自己相関成分を含まない
連続して並ぶ（Ｎ－Ｍ）個の成分の各組み合わせをそれぞれ各第１部分ベクトルとして抽
出し、該相関ベクトルのうちの、同一複素共役成分を有しかつ自己相関成分より後の連続
して並ぶ成分の数が（Ｎ－Ｍ）個以上となる複数成分を要素とする部分ベクトルから、自
己相関成分を含まない連続して並ぶ（Ｎ－Ｍ）個の成分の各組み合わせをそれぞれ各第２
部分ベクトルとして抽出し、該各第１部分ベクトル及び該各第２部分ベクトルが同一複素
共役成分を有するもの毎に位相関係の合う成分同士が同じ要素位置となるように並べられ
た（（Ｎ－Ｍ）×Ｍ）次の第１行列群及び第２行列群を生成し、第１行列群をそれぞれ足
し合わせることで生成される第１行列Ｒf1及び第２行列群をそれぞれ足しあわされること
で生成される第２行列Ｒf2の少なくとも１つを用いて前記一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒを生
成することを特徴とする請求項１から４のいずれか１項に記載の到来方向推定装置。
【請求項６】
　前記第１行列生成部は、前記第１行列Ｒf1及び前記第２行列Ｒf2の各列ベクトル間でベ
クトルの大きさを合わせるための第１係数行列と第２係数行列とを用いて、前記第１行列
Ｒf1と第１係数行列とのアダマール積、及び、前記第２行列Ｒf2と第２係数行列とのアダ
マール積をそれぞれ算出することを特徴とする請求項５に記載の到来方向推定装置。
【請求項７】
　前記第１行列生成部は、前記第１行列Ｒf1及び前記第２行列Ｒf2の各複素共役行列をそ
れぞれ生成し、各複素共役行列と反対角単位行列との積を用いて行列Ｒb1及びＲb2を生成
し、前記第１行列Ｒf1、前記第２行列Ｒf2、行列Ｒb1及びＲb2を用いて一般化ＨＡＮＫＥ
Ｌ行列Ｒを生成することを特徴とする請求項５又は６に記載の到来方向推定装置。
【請求項８】
　複数のセンサ素子により受信された各受信信号から得られるベースバンド信号ベクトル
の相関ベクトルを用いることにより空間平均が適用された共分散行列を示す一般化ＨＡＮ
ＫＥＬ行列Ｒを生成し、
　前記一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒの部分行列Ｒ1及びＲ2を用いて線形演算することにより
雑音部分空間への射影行列としての性質を有する核行列Ω1を生成し、該核行列Ω1と直交
する核行列Ω2を生成し、



(3) JP 5659472 B2 2015.1.28

10

20

30

40

50

　前記核行列Ω1及びΩ2のいずれか一方を分子に他方を分母に用いて定義された角度スペ
クトラム、又は、前記核行列Ω1及びΩ2を用いた代数方程式から信号の到来方向を推定す
る、
　ことを特徴とする到来方向推定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、センサアレイを用いた到来信号の到来方向推定技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　センサアレイを用いた信号の到来方向推定には、デジタルビームフォーマ法（以降、Ｄ
ＢＦ（Digital-Beam-Former）と表記）、部分空間法（以降、ＳＳＭ（Sub-Space-Method
）と表記）、最尤推定法（以降、ＭＬ（Maximum-Likelihood）と表記）といった代表的な
手法が知られている。ＤＢＦには、ＣＡＰＯＮ法、線形予測法（Linear Prediction）等
がある。ＳＳＭには、ＭＵＳＩＣ法（Multiple Signal Classification）、ＥＳＰＲＩＴ
法（Estimation of Signal Parameters via Rotational Invariance Techniques）、プロ
パゲータ法（Propagator Method）等がある。ＭＬには、ＭＯＤＥ(Method of Direction 
Estimation)法などがある。
【０００３】
　これら手法においては、推定精度と共にその計算負荷がＤＢＦ＜ＳＳＭ＜ＭＬの順に高
くなる。ＳＳＭは計算負荷と推定精度とのバランスも良く、実用的な手法と言えるが、数
十メガヘルツ（ＭＨｚ）程度のＣＰＵ（Central Processing Unit）での実行を想定した
場合、ＭＵＳＩＣ法やＥＳＰＲＩＴ法は、中心的な計算プロセスである固有値分解の計算
負荷が大きいので、リアルタイム処理を実現することは困難である。
【０００４】
　一方、プロパゲータ法、或いはこれの改良版である正規直交プロパゲータ法（Orthonor
mal Propagator Method）は、中心的な計算プロセスといっても逆行列の計算程度であり
、リアルタイム処理の実現は可能であるが、十分な推定精度が得られるとは言い難い。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００１－２８１３１６号公報
【特許文献２】特表２００４－１０４６２０号公報
【特許文献３】特表２００６－６７８６９号公報
【特許文献４】特開２０００－１５５１７１号公報
【特許文献５】米国特許第７１９６６５６号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上述のような推定精度の問題を解決するために、センサアレイを用いて到来方向推定を
行う装置、例えば、車載用レーダでは、７６ＧＨｚのミリ波キャリア信号に数百Ｈｚの周
波数を持つ三角波信号で周波数変調を掛けてＦＭＣＷ（Frequency Modulated Continuous
 Wave）信号を生成し、送信アンテナからターゲット探知用のプローブ信号として放射す
る。ターゲットで反射されたプローブ信号（以下、エコー信号）にはレーダに対する相対
的なターゲット情報（視線方向距離／速度、及び角度）が含まれているので、これを複数
の受信アンテナから成るアレイアンテナで受信し、各々適切に復調してベースバンド信号
、そしてデジタル信号に変換し、各種信号処理を施して所望のターゲット情報を推定する
。但し、多くのターゲットについて高い精度で角度を推定する為には、多くの受信アンテ
ナを備えたアレイアンテナを用いる事が必要である。
【０００７】



(4) JP 5659472 B2 2015.1.28

10

20

30

40

50

　一方、上述の車載用レーダでは、車両のデザインを妨げない程度に装置を小型化する事
も要求されるため、複数の送信アンテナと複数の受信アンテナとを組み合わせて実効的な
受信アンテナの数を拡大させる技術が利用される。
【０００８】
　しかしながら、エコー信号をＲＦ復調する際に用いる基準信号はプローブ信号の一部で
あるから、信号処理の対象となる一組のデジタル信号（データ）をベースバンド信号から
取り出すまでに要する時間は、最低でも（１／数百Ｈｚ）≒数十ミリ秒となる。当然、複
数の送受信アンテナを組み合わせて実効的に受信アンテナ数を拡大する技術等を用いれば
、データ取得に要する時間はさらに長くなる。このことは、限られた時間内に取得できる
データの総数が非常に少ないことを意味するので、リアルタイム処理を要求される車載レ
ーダでは深刻な問題を惹起する。すなわち、時間平均で雑音を、空間平均で相関を抑圧し
ても、データのＳＮＲ（Signal-to-Noise Ratio）を十分改善する事ができず、ひいては
、到来方向の推定精度が装置構成の犠牲になってしまう。また、ＳＮＲの低いデータを用
いて正確なターゲット数を推定することは更に困難であるから、正確な到来波数を必要と
する角度推定法の利用にも問題が生ずる。
【０００９】
　本発明の一態様に係る課題は、このような問題点に鑑み、低処理負荷による高精度な到
来信号の到来方向推定技術を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の各態様は、上述した課題を解決するために、それぞれ以下の構成を採用する。
【００１１】
　本発明の一態様に係る到来方向推定装置は、複数のセンサ素子により受信された各受信
信号から得られるベースバンド信号（実際に到来方向推定に用いるのはデジタル信号であ
るが、特に混乱が予想されない限り両者を区別せずに用いる）ベクトルの相関ベクトルを
用いることにより空間平均が適用された共分散行列を示す一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒを生
成する第１行列生成部と、一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒの部分行列Ｒ1及びＲ2を用いて線形
演算することにより雑音部分空間への射影行列としての性質を有する核行列Ω1を生成し
、この核行列Ω1と直交する核行列Ω2を生成する第２行列生成部と、核行列Ω1及びΩ2の
いずれか一方を分子に他方を分母に用いて定義された角度スペクトラム、又は、核行列Ω

1及びΩ2を用いた代数方程式から信号の到来方向を推定する推定部と、を備える。
【００１２】
　更に、他の態様として、上述のような構成を実現する到来方向推定方法、プログラム、
このプログラムを記録したコンピュータが読み取り可能な記憶媒体等であってもよい。
【発明の効果】
【００１３】
　上記各態様によれば、低処理負荷による高精度な到来信号の到来方向推定技術を提供す
ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】実施例１における到来方向推定装置の構成を示すブロック図。
【図２】合成エコー信号を説明するための概念図。
【図３】実施例２における到来方向推定装置の構成を示すブロック図。
【図４】従来技術を用いた到来方向推定の角度スペクトラムを示すグラフ。
【図５】変形例１における到来方向推定の角度スペクトラムを示すグラフ。
【図６】変形例２における到来方向推定装置の構成を示すブロック図。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、一実施形態としての到来方向推定装置について具体例を挙げ説明する。以下の各
実施例では、ターゲットの位置を推定するためのレーダに利用される到来方向推定装置が
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例に挙げられるが、本実施形態の到来方向推定装置は、利用されるシステム等を限定する
ものではない。本実施形態の到来方向推定装置は、受信される到来波の到来方向を推定す
るシステムであればどのようなシステムに利用されてもよい。以下に述べる各実施例の構
成はそれぞれ例示であり、本実施形態は以下の各実施例の構成に限定されない。
【実施例１】
【００１６】
　以下、実施形態としての到来方向推定装置の実施例１について説明する。
【００１７】
　〔装置構成〕
　図１は、実施例１における到来方向推定装置の構成を示すブロック図である。実施例１
における到来方向推定装置は、図１に示すように、センサアレイ１１、受信部１２、ベー
スバンド変換部１３、アナログデジタル変換（以降、ＡＤ変換と表記）部１４、到来方向
推定部２０等を含む。これら各処理ブロックはそれぞれハードウェア構成要素として実現
される（［その他］の項参照）。なお、これら各処理ブロックは、ソフトウェアの構成要
素、又はハードウェア構成要素とソフトウェア構成要素との組み合わせとしてそれぞれ実
現されてもよい（［その他］の項参照）。
【００１８】
　センサアレイ１１は、異なる空間位置にそれぞれ配列されたＮ個のセンサ素子Ａ1～ＡN

を有する。例えば、センサアレイ１１は、各センサ素子が直線状に等間隔で配列された等
間隔リニアアレイアンテナ（ＵＬＡ（Uniform Linear Array） antenna）を形成する。各
センサ素子は、到来信号（到来波）をそれぞれ受信する。実施例１における到来方向推定
装置がレーダに搭載されている場合には、この到来信号は前記レーダの放射した送信信号
がターゲットによって反射されて戻ってきたエコー信号となる。受信された各到来信号は
それぞれ受信部１２へ送られる。なお、センサ素子の数Ｎは、受信アンテナとして作用す
るセンサ素子の数であって、複数の送信アンテナと複数の受信アンテナとを組み合わせて
実効的な受信アンテナの数を拡大させる技術（以降、開口拡大技術と表記する）を用いた
場合には実効的な受信アンテナ数に相当する。以降、Ｎを受信アンテナ数と表記する。
【００１９】
　受信部１２は、各センサ素子で受信された各信号に対してそれぞれ低雑音増幅を施す。
受信部１２はこのように処理された受信信号をベースバンド変換部１３へ送る。ベースバ
ンド変換部１３は、各受信信号を送信波の一部とミキシングすることで各ベースバンド信
号をそれぞれ生成する。実施例１における到来方向推定装置がレーダに搭載されている場
合は、この送信波はターゲット探知用のプローブ信号となる。
【００２０】
　ＡＤ変換部１４は、このベースバンド信号を所定のサンプリング周期でサンプリングす
ることにより各デジタル信号にそれぞれ変換する。このように生成された各デジタル信号
は到来方向推定部２０へそれぞれ送られる。以降、到来方向推定部２０へ送られるデジタ
ル信号を合成エコー信号又は合成エコーと表記する。ここで用いる「合成」とは、各セン
サ由来のデジタル信号のそれぞれに、複数の目標からのエコー信号が重畳して含まれてい
ることを意味する。
【００２１】
　図２は、合成エコー信号を説明するための概念図である。図２は、センサアレイ１１が
受信アンテナ数Ｎ、素子間隔ｄの等間隔リニアアレーアンテナを形成する例を示す。図２
は、Ｍ（≦Ｎ－１）個の独立した信号が、互いに異なる角度θm（ｍ＝１、２、…、Ｍ）
でそれぞれ入射される例を示す。なお、θmは、図２のＹ軸の方向を０度として時計回り
を正方向として測った角度である。
【００２２】
　ここで、時刻ｔにおいて、ｎ番目の受信センサ素子で受信された信号から得られる合成
エコー信号（ｖn（ｔ））は、以下の式（１．１）で示すことができる。ｘm（ｔ）は、ｍ
番目の目標からの到来信号（第ｍ波）のベースバンド成分を示し、以降、目標エコー信号
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又は目標エコーと表記する。また、φn、mは空間位相情報（受信アンテナ素子ｎにおける
第ｍ波の受信位相）を示し、ｎn（ｔ）は電力σの加法性ガウス雑音成分を示す。また、
λはキャリア信号（搬送波）の波長を示す。
【００２３】
【数１】

【００２４】
　これにより、Ｎ個の受信センサ素子で受信された信号から得られる各合成エコー信号は
、以下の式（１.３）で示されるようにベクトルｖ（ｔ）として示すことができる。以降
、これを、合成エコー信号ベクトルと表記する。なお、式（１.３）から（１.６）におい
て、ｎ（ｔ）は雑音ベクトルを、ａ（θm）はモードベクトル（方向ベクトル）を、上付
き添え字のTはベクトル又は行列の転置を示す。
【００２５】
【数２】

【００２６】
　到来方向推定部２０は、各合成エコー信号をそれぞれ受けると、以下に示す各処理ブロ
ックにより信号処理を施し、各目標エコー信号の到来方向（到来角度）を推定する。到来
方向推定部２０は、図１に示すように、到来信号数決定部２１、一般化ＨＡＮＫＥＬ行列
生成部２２、線形演算子計算部２３、プロパゲータ行列計算部２４、核行列計算部２５、
推定処理部２６等を含む。これら処理ブロックは、それぞれハードウェア構成要素として
実現される（［その他］の項参照）。なお、これら各処理ブロックは、ソフトウェアの構
成要素、又はハードウェア構成要素とソフトウェア構成要素との組み合わせとしてそれぞ
れ実現されてもよい（［その他］の項参照）。以下、これら到来方向推定部２０の各処理
ブロックについてそれぞれ詳細に説明する。
【００２７】
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　到来信号数決定部２１は、目標数、即ち、到来信号数Ｍを決定する。到来信号数決定部
２１は、各合成エコー信号を用いた周知の目標数推定手法を用いて到来信号数Ｍを推定す
る。なお、この目標数推定手法は周知であるためここでは説明を省略する。到来信号数決
定部２１により決定された到来信号数Ｍは、一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２へ送られ
る。
【００２８】
　一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２は、送られた各合成エコー信号を示す合成エコー信
号ベクトルを用いて、以下のように一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒを生成する。
【００２９】
　一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２は、合成エコー信号ベクトルｖ（ｔ）とそのＬ番目
の成分の共役複素数ｖL

*（ｔ）との相関ベクトルｒVLを求め、この相関ベクトルｒVLから
自己相関成分を取り除いたベクトルｗLを生成する。自己相関成分を取り除くのは雑音成
分を除外するためである。相関ベクトルｒVL及びｗLは以下の式（２.２）及び式（２.３
）で表わされる。ここで、Ｌは、１以上Ｎ以下の自然数であり、Ｅ［・］は平均操作を示
す。以降、相関ベクトルｒVL及びｗLの各要素は、同一複素共役成分毎に受信センサの配
列順に対応して並べられているものとして説明する。
【００３０】
【数３】

【００３１】
　一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２は、自己相関成分の取り除かれた相関ベクトルｗL

から部分ベクトルｗL（ｋ）を抽出する。一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２は、各部分
ベクトルｗL（ｋ）が受信アンテナ数Ｎから上記到来信号数Ｍを引いた数（Ｎ－Ｍ）の次
元（以降、必要次元と表記する）を持つように抽出する。一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部
２２は、上記相関ベクトルｗLのうちの、同一複素共役成分を有する成分のうち、自己相
関成分までの連続して並ぶ成分の数が上記必要次元以上となる複数成分を要素とする部分
ベクトル（以降、第１部分ベクトルと表記する）と、同一複素共役成分を有する成分のう
ち、自己相関成分より後の連続して並ぶ成分の数が上記必要次元以上となる複数成分を要
素とする部分ベクトル（以降、第２部分ベクトルと表記する）と、を対象に部分ベクトル
を抽出する。
【００３２】
　第１部分ベクトルを対象とする場合（Ｎ≧Ｌ≧Ｎ－Ｍ＋１の場合）には、同一複素共役
成分をそれぞれ有する各第１部分ベクトルから、自己相関成分を含まない連続して並ぶ上
記必要次元の成分の各組み合わせがそれぞれ部分ベクトルとして抽出される。これにより
抽出された部分ベクトルｗL（ｋ）は以下の式で示される。
【００３３】
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【数４】

【００３４】
　第２部分ベクトルを対象とする場合（１≦Ｌ≦Ｍの場合）には、同一複素共役成分をそ
れぞれ有する各第２部分ベクトルから、自己相関成分を含まない連続して並ぶ上記必要次
元の成分の各組み合わせがそれぞれ部分ベクトルとして抽出される。これにより抽出され
た部分ベクトルｗL（ｋ）は以下の式で示される。
【００３５】

【数５】

【００３６】
　一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２は、上記部分ベクトルｗL（ｋ）を並べることによ
り、以下の式（２.６）及び式（２.７）のような第１行列Ｒf1

L及び第２行列Ｒf2
Lを生成

する。なお、以下の式（２.６）におけるＬ＝Ｎの場合、及び、式（２.７）におけるＬ＝
１の場合には、零行列は付加されない。零行列は、次元調整のために、同一要素位置の各
成分の位相関係が行列相互に同じになるように付加される。
【００３７】
【数６】

【００３８】
　一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２は、上記第１行列Ｒf1

Lをそれぞれ加算することで
以下のようにＦＳＳ－一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒf1を生成する。この加算により位相関係
が同じ各成分（要素）がそれぞれ足しあわされる。同様に、一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成
部２２は、上記第２行列Ｒf2

Lをそれぞれ加算することで以下のようにＦＳＳ－一般化Ｈ
ＡＮＫＥＬ行列Ｒf2を生成する。
【００３９】
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【数７】

【００４０】
　ここで、ＦＳＳ－一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒf1及びＲf2は、第１行列Ｒf1

L及び第２行
列Ｒf2

Lが零行列で次元調整されているため、各列ベクトル間でベクトルの大きさが異な
る。そこで、一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２は、各列ベクトルの大きさを合わせるた
めに、以下のような（（Ｎ－Ｍ）×Ｍ）次の係数行列ＧM1及びＧM2と上記ＦＳＳ－一般化
ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒf1及びＲf2とのアダマール積を算出する。アダマール積とは要素毎の
積であり、(Hadamard)で示す。なお、計算量を削減したい場合等には、式（２.１１）及
び式（２.１３）を用いず、上記式（２.８）及び式（２.９）で算出されるＦＳＳ－一般
化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒf1及びＲf2をそのまま用いるようにしてもよい。但し、ベクトルの
大きさを平均するアダマール積を用いた場合のほうが、角度推定の精度は向上する。
【００４１】

【数８】

【００４２】
　更に、精度を向上させ、受信センサの一部が故障した場合でも角度推定の計算が破綻し
ない様にするには、式（２．８）及び（２．９）の代わりに、以下の式（２．８ａ）及び
式（２．９ａ）なるスカラを導入して、以下の式（２．８ｂ）及び（２．９ｂ）を生成す
る。そして、これらを対象として、上記式（２．１０）から（２．１３）を生成しても良
い。
【００４３】
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【数９】

【００４４】
　なお、式（２．８ａ）及び式（２．９ａ）のスカラの分子は、それぞれのＬの範囲のセ
ンサの中で故障等によって利用できないセンサを除いて、例えば、一番小さいＬと一番大
きなＬとに対応する信号で置き換えてもよい。
【００４５】
　一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２は、上述のように生成されたＦＳＳ－一般化ＨＡＮ
ＫＥＬ行列Ｒf1及びＲf2を用いて以下のようにＢＳＳ－一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒb1及び
Ｒb2を生成する。以下の式（２.１４）及び（２.１５）において、行列Ｒf1

*及びＲf2
*は

、ＦＳＳ－一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒf1及びＲf2の各要素の共役複素数をそれぞれ要素と
する行列であり、行列ＪN-Mは（Ｎ－Ｍ）次の反対角単位行列であり、行列ＪMはＭ次の反
対角単位行列である。
【００４６】

【数１０】

【００４７】
　一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２は、上述のように生成されたＦＳＳ－一般化ＨＡＮ
ＫＥＬ行列Ｒf1及びＲf2、ＢＳＳ－一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒb1及びＲb2を用いて以下の
ように一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒを生成する。一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２は、生
成された一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒを線形演算子計算部２４へ送る。
【００４８】

【数１１】

【００４９】
　一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２は、高い推定精度を実現するためには、式（２.１
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６）に示すように一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒを生成することが好ましいが、空間平均行列
Ｒf1、Ｒf2、Ｒb1及びＲb2の少なくとも１つを用いて一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒを生成す
るようにしてもよい。例えば、不具合により一部のセンサ素子から受信信号が得られず、
式（２．８ｂ）及び（２．９ｂ）による補償を行っても、必要な全ての角度情報を持つ空
間平均行列Ｒf1、Ｒf2、Ｒb1及びＲb2のいずれかが生成できない場合には、正常に生成さ
れた空間平均行列のみを用いるようにすればよい。これにより、センサ素子等の機器に不
具合が生じた場合であっても、到来方向推定に必要な位相を含む行列Ｒの全要素が欠損す
る可能性は低くなるため、到来方向推定機能が停止する可能性も低くなる。一般化ＨＡＮ
ＫＥＬ行列生成部２２は、一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒと共に、その一般化ＨＡＮＫＥＬ行
列Ｒに含まれる空間平均行列Ｒf1、Ｒf2、Ｒb1及びＲb2の数Ｋを線形演算子計算部２４へ
通知するようにする。
【００５０】
　線形演算子計算部２３は、一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２から送られる一般化ＨＡ
ＮＫＥＬ行列Ｒをその行列Ｒを生成するために用いた空間平均行列の数Ｋに基づいて、以
下のように、部分行列Ｒ1と部分行列Ｒ2とに分割する。一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒは（（
Ｎ－Ｍ）×ＫＭ）の次元を持ち、部分行列Ｒ1は（Ｍ×ＫＭ）の次元を持ち、部分行列Ｒ2

は（（Ｎ－２Ｍ）×ＫＭ）の次元を持つ。線形演算子計算部２３は、部分行列Ｒ1とＲ2と
を用いて線形演算子Гを生成する。線形演算子計算部２３は、生成された線形演算子Гを
プロパゲータ行列計算部２４へ送る。なお、式（３．２）等に現れる上付き添え字の－１
は逆行列を示し、Ｈは複素共役転置を示す。
【００５１】

【数１２】

【００５２】
　プロパゲータ行列計算部２４は、線形演算子Гと（Ｎ－２Ｍ）次の単位行列IN-2Mとを
用いて、以下の式（３.３）に示すようにプロパゲータ行列Πを生成する。プロパゲータ
行列計算部２４は、このプロパゲータ行列Πを核行列計算部２５へ送る。また、プロパゲ
ータ行列計算部２４は、上記算出されたプロパゲータ行列Πから以下の式（３.４）に示
すように算出される直交化プロパゲータ行列Π’をプロパゲータ行列Πの替わりに核行列
計算部２５へ送るようにしてもよい。
【００５３】
【数１３】

【００５４】
　核行列計算部２５は、プロパゲータ行列Π又は直交化プロパゲータ行列Π’を用いて以
下のように核行列Ω1を生成する（式（３.５）又は式（３.６））。この生成された核行
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列Ω1は、雑音部分空間への射影行列としての性質を持つ。核行列Ω1は（Ｎ－Ｍ）の次元
を持つ。
【００５５】
【数１４】

【００５６】
　核行列計算部２５は、式（３.５）又は式（３.６）で算出された核行列Ω1を用いて、
核行列Ω1と直交する核行列Ω2を算出する。これにより、核行列Ω2は、雑音部分空間の
への射影行列を示すΩ1に直交するため、信号部分空間への射影行列を示す。核行列計算
部２５は、（Ｎ－Ｍ）次の単位行列ＩN-Mから上記のように算出された核行列Ω1を引くこ
とにより核行列Ω2を算出する（式（３.７）参照）。核行列Ω2は（Ｎ－Ｍ）の次元を持
つ。
【００５７】
【数１５】

【００５８】
　なお、式（３.７）で算出された核行列Ω2が核行列Ω1と直交することは、以下のよう
に証明することができる。まず、核行列Ω1は、以下の式（３.８）及び式（３.９）で示
される特性を有する。そして、核行列Ω1と核行列Ω2とが直交する場合には、以下の式（
３.１０）で示される関係が成立する。この式（３.１０）の第２項の核行列Ω2に上記式
（３.７）を代入すれば、式（３.８）及び式（３.９）の関係に基づいて、式（３.１１）
のように核行列Ω2と核行列Ω1との直交関係が成立することを確認することができる。
【００５９】
【数１６】

【００６０】
　核行列計算部２５は、算出された核行列Ω1及びΩ2を推定処理部２６へ送る。
【００６１】
　推定処理部２６は、核行列Ω1及びΩ2の少なくとも一方を分子にその他方を分母に用い
た角度スペクトラムを算出する（勿論、分母分子の双方でΩ1とΩ2とを線形結合等で組み
合わせて用いても良い）。以下の式（３.１２）は、雑音部分空間への射影行列を示す核
行列Ω1を分母に、信号部分空間への射影行列を示す核行列Ω2を分子に用いて角度スペク
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トラムが算出される例を示す。推定処理部２６は、この角度スペクトラムでモードベクト
ルのパラメータθを走査し、Ｐ（θ）がピークを示すθの値を取得することにより到来波
の到来角度を推定する。この場合、パラメータθを用いるモードベクトルａ（θ）は、a
＝ｄ／λとして以下の式（３.１３）で定義される。
【００６２】
【数１７】

【００６３】
　推定処理部２６は、上述のような角度スペクトラムではなく、代数方程式を用いて到来
波の到来角度を推定するようにしてもよい。この場合には、推定処理部２６は、以下の式
（３.１４）を満足する解の候補ｚmを取得し、この候補ｚmを以下の式（３.１５）のｚに
代入して得られる解が０に近似するｚmを最終的に決定する。推定処理部２６は、この決
定されたｚmを以下の式（３.１６）に代入することにより到来波の到来角度θmを推定す
る。
【００６４】
【数１８】

【００６５】
　或いは、式（３．１４ａ）で定義する有理関数、
【００６６】
【数１９】

【００６７】
のｚに対する極値問題を解いて、極大値を与えるｚの値から（３．１６）式によって到来
波の到来角度θmを推定しても良い。この場合の解法には、Ｎｅｗｔｏｎ法等の非線形最
適化手法が用いられる。
【００６８】
　〔実施例１における作用及び効果〕
　実施例１における到来方向推定装置では、センサアレイ１１のうちのＮ個のセンサ素子
で受信された各受信信号から各ベースバンド信号、そして各デジタル信号がそれぞれ生成
される（受信部１２、ベースバンド変換部１３、ＡＤ変換部１４）。その後、到来方向推
定部２０の一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２において、この各デジタル信号を要素に持
つ合成エコー信号ベクトルｖ（ｔ）の相関ベクトルから一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒが生成
される（一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２）。
【００６９】
　線形演算子計算部２３及びプロパゲータ行列計算部２４において、この生成された一般
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化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒの部分行列Ｒ1及びＲ2を用いた線形演算が実行されることで、線形
演算子Г、及び、プロパゲータ行列Π又は直交化プロパゲータ行列Π’が生成される。こ
れら生成された行列が用いられることにより、核行列計算部２５において、雑音部分空間
への射影行列としての性質を有する核行列Ω1が生成され、この核行列Ω1と直交する核行
列Ω2が生成される。結果、推定処理部２６において、この核行列Ω1及びΩ2がそれぞれ
用いられて定義された角度スペクトラム、又は、代数方程式等から信号の到来方向が推定
される。
【００７０】
　特に、角度スペクトラムにより推定される場合には、雑音部分空間への射影行列として
の性質を有する核行列Ω1を分母に利用し、それに直交する、即ち、信号部分空間への射
影行列を示す核行列Ω2を分子に利用する。より一般的には、いずれか一方が分母で他方
が分子に利用される。これにより、実施例１において利用される角度スペクトラムＰ（θ
）では、雑音部分空間における角度スペクトラムａH（θ）Ω1ａ（θ）が極小値を取る場
合のモードベクトルａ（θ）に対し、同時に信号部分空間に於ける角度スペクトラムａH

（θ）Ω2ａ（θ）が極大値を取るため、推定目標角度のピークが強調され、雑音に基づ
く偽ピークが抑圧される。
【００７１】
　従って、実施例１における到来方向推定装置によれば、高精度な到来方向推定を実現す
ることができる。
【００７２】
　また、実施例１では、上述のような核行列Ω1及びΩ2を生成するのに利用される一般化
ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒの要素となるＦＳＳ－一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒf1及びＲf2は以下の
ように生成される。
【００７３】
　一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２において、合成エコー信号ベクトルｖ（ｔ）とその
各成分（要素）の共役複素数ｖL

*（ｔ）との相関ベクトルｒVLが取得され、この相関ベク
トルｒVLから（Ｎ－Ｍ）次元の複数の部分ベクトル（ｗL（ｋ））が抽出される。
【００７４】
　各部分ベクトルは、相関ベクトルｒVLにおける同一複素共役成分毎に受信センサの配列
順に対応して並べられた複数成分から、同一複素共役成分を有し自己相関成分を含まない
連続して並ぶ（Ｎ－Ｍ）個の成分の組み合わせをそれぞれ要素に持つように抽出される。
【００７５】
　このように抽出された各部分ベクトルが同一複素共役成分を有するもの毎に並べられ、
位相関係の合う成分同士が同じ要素位置となるように次元が合わせられた（（Ｎ－Ｍ）×
Ｍ）次の第１行列Ｒf1

L及び第２行列Ｒf2
Lが生成される。

【００７６】
　第１行列Ｒf1

Lは、同一複素共役成分を有する成分のうち自己相関成分までの連続して
並ぶ複数成分から抽出された組み合わせを要素に持つ部分ベクトルから生成される。第２
行列Ｒf2

Lは、同じ複素共役成分を有する複数成分のうち自己相関成分より後の連続して
並ぶ複数成分から抽出された組み合わせを要素に持つ部分ベクトルから生成される。第１
行列Ｒf1

L及び第２行列Ｒf2
Lはそれぞれ足し合わされ、ＦＳＳ－一般化ＨＡＮＫＥＬ行列

Ｒf1及びＲf2が算出される。
【００７７】
　このように、実施例１によれば、複数の複素共役成分を有する相関ベクトルの要素から
空間平均行列が生成される。従って、実施例１によれば、低い周波数を持つ信号で変調さ
れたプローブ信号を用いることにより、少ない測定回数での角度推定が求められている場
合であっても、精度の高い角度推定を行うことができる。
【実施例２】
【００７８】
　図３は、実施例２における到来方向推定装置の構成を示すブロック図である。実施例２
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における到来方向推定装置は、図３に示すように、実施例１の構成に加えて、更に、スケ
ーリング行列計算部３１を含む。以下、実施例２における到来方向推定装置について、実
施例１と異なる構成についてのみ説明する。
【００７９】
　実施例２における到来信号数決定部２１は、センサアレイ１１で角度推定可能な最大の
到来信号数を到来信号数Ｍに決定する。この場合、到来信号数Ｍは、例えば、（Ｎ－１）
／２以下となる最大の自然数に決定される。到来信号数決定部２１は、このように決定さ
れる到来信号数Ｍを固定値として予めメモリに保持するようにしてもよい。これにより、
実施例２では、実施例１のような到来信号数推定処理が行われないため計算負荷を低減さ
せることができる。
【００８０】
　このように、実施例２は、正確な到来信号数Ｍを用いることなく精度の高い角度推定を
行うことができる。これは、以下に示すようなスケーリング行列が核行列を算出するにあ
たり利用されるからである。なお、実施例２においても、実施例１と同様に、到来信号数
推定処理により正確な到来信号数Ｍが決定されるようにしてもよい。
【００８１】
　スケーリング行列計算部３１は、線形演算子計算部２３から線形演算子Г及び部分行列
Ｒ1及びＲ2を受け、これらを用いて以下の式（４.１）のようにスケーリング行列Λを生
成する。スケーリング行列計算部３１は、算出されたスケーリング行列Λを核行列計算部
２５へ送る。
【００８２】

【数２０】

【００８３】
　核行列計算部２５は、スケーリング行列計算部３１からスケーリング行列Λ（式（４.
１））を受け、プロパゲータ行列計算部２４からプロパゲータ行列Π（式（３.３））又
は直交化プロパゲータ行列Π’（式（３.４））を受ける。核行列計算部２５は、スケー
リング行列Λとプロパゲータ行列Π又は直交化プロパゲータ行列Π’とから、以下のよう
に核行列Ω1を算出する（式（４.２）又は式（４.３））。
【００８４】
【数２１】

【００８５】
　核行列計算部２５は、式（４.２）又は式（４.３）で算出された核行列Ω1を用いて、
核行列Ω1と直交する核行列Ω2を算出する。核行列Ω2の算出手法の例として、実施例２
では以下の２つの手法のいずれかが利用される。
【００８６】
　〔第１算出手法〕
　核行列計算部２５は、第１算出手法では、例えば以下の式（４.４）を用いて核行列Ω2

を算出する。
【００８７】
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【００８８】
　以下、この式（４.４）の根拠を式（４.２）で示される核行列Ω1の例を用いて説明す
る。上述したように、核行列Ω1と核行列Ω2とが直交する場合には、上記式（３.１０）
で示される関係が成立する。更に、核行列Ω1は、上記式（３.８）で示される特性を有し
、プロパゲータ行列Πは、上記式（３.３）で示される。これら関係に基づいて上記式（
３.１０）の第１項を計算すると、以下の式（４.５）が示される。
【００８９】
【数２３】

【００９０】
　核行列Ω2を核行列Ω1の部分行列と同じ次元の部分行列Ω2

11、Ω2
12、Ω2

21、Ω2
22に

分割すると、核行列Ω2を求めるための方程式が以下の式（４.６）で示される。この方程
式の第１列目及び第２列目からそれぞれ以下の式（４.７）及び式（４.８）の関係が得ら
れる。
【００９１】

【数２４】

【００９２】
　式（４.７）及び式（４.８）の関係から、以下の式（４.９）及び（４.１０）を満たす
核行列Ω2の各部分行列をそれぞれ求めればよい。式（４.９）及び（４.１０）において
各項に挟まれる記号は直交を示す。ここで、行列Λ-1がスカラとなる場合には、以下の式
（４.１１）及び（４.１２）を満たす核行列Ω2の各部分行列をそれぞれ求めればよい。
上記式（３.２）に基づいて、式（４．４）の成分を下記式（４.１１）及び（４.１２）
に代入すれば、このΩ2が式（３．１０）を満たす事は明らかである。式（４.１１）及び
（４.１２）を満たすΩ2には様々な別解が存在し、それらを求める事は簡単であるが、一
般的には、部分行列Ω2

11、Ω2
12、Ω2

21、Ω2
22に対する方程式とみなして、最小自乗法

等で解いてもよい。
【００９３】
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【数２５】

【００９４】
　なお、Ｍを（Ｎ－１）／２以下となる最大の自然数とした場合、行列Λ-1の次元は最大
でも２であるため、もし、行列Λ-1の次元が１を超える場合であっても、スケーリング行
列Λ-1を固有値分解して、式（４.９）及び（４.１０）の左項と直行する核行列Ω2の各
部分行列がそれぞれ取得されるようにすればよい。
【００９５】
　〔第２算出手法〕
　核行列計算部２５は、第２算出手法では以下の式（４.１３）を用いて核行列Ω2を算出
する。
【００９６】

【数２６】

【００９７】
　以下、この式（４.１３）の根拠を式（４.２）で示される核行列Ω1の例を用いて説明
する。到来信号が存在している角度位置ではプロパゲータの理論により式（４.１４）が
成立することが知られている。よって、到来信号が存在している角度位置における、一般
化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒとこの行列Ｒの複素共役転置（エルミート共役転置）ＲHとの積は
、式（４.１４）の関係及び上記式（３.１）の部分行列Ｒ1及びＲ2などを用いて式（４.
１５）のように展開される。
【００９８】
【数２７】

【００９９】
　ここで、式（４.１５）に含まれる、Ｍ次の単位行列ＩMと線形演算子Гとから構成され
る行列を以下の式（４.１６）のように行列Σと定義すると、この行列
Σはプロパゲータ行列Πと直交することが式（４.１７）のように示される。すなわち、
プロパゲータ行列Πが雑音部分空間への写像に対応しているのに対し、行列Σは、信号部
分空間への写像に対応している事が分かる。従って、上記式（４.１３）
により、核行列Ω1に直交する核行列Ω2を算出することができる。
【０１００】
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【数２８】

【０１０１】
　ここで、本実施形態において行列Ω1とΩ2とが直交であるとは、以下のような場合も含
むものとする。すなわち、第２算出手法では、式（４.２）で示されるΩ1を第１の核行列
とし、式（４．１３）で示されるΩ2を第２の核行列としたので、式（４．２）の最右辺
と式（４．１３）とを用いて、直交関係の式（３．１０）を計算すると、
【０１０２】

【数２９】

【０１０３】
となる。この場合、Ω1、Ω2で部分空間との関係を決定する主要な行列Π、Σの間には直
交関係が成り立つが、核行列Ω1、Ω2全体としては完全な直交
関係を満たさない。このような場合も、行列Ω1とΩ2とが実質的に直交であるものとする
。
【０１０４】
　〔実施例２における作用及び効果〕
　実施例２における到来方向推定装置では、到来信号数推定処理を行うことなく、センサ
アレイ１１で角度推定可能な最大の到来信号数が到来信号数Ｍに決定され、この到来信号
数Ｍを用いて到来方向推定が行われる。従って、実施例２によれば、到来信号数推定処理
を省くことにより計算負荷を低減することができる。
【０１０５】
　実施例２における到来方向推定では、スケーリング行列計算部３１において一般化ＨＡ
ＮＫＥＬ行列Ｒの部分行列Ｒ1及びＲ2、並びに線形演算子Гが利用されることにより、ス
ケーリング行列Λ（式（４.１））が算出される。実施例２では、プロパゲータ行列Π又
は直交化プロパゲータ行列Π’に加えて、このスケーリング行列Λが利用されることで核
行列Ω1が算出される。結果、この核行列Ω1とこれに直交する核行列Ω2とを用いて実施
例１と同様に到来方向が推定される。
【０１０６】
　これにより、実施例２によれば、信号の有無に極めて敏感に反応するスケーリング行列
Λを利用して雑音部分空間への射影行列としての性質を有する核行列Ω1が算出されるた
め、正確な到来信号数Ｍが決定されない場合であっても、高い精度の到来方向推定を実現
することができる。
【０１０７】
　[変形例１] 
　上述の実施例１及び２では、複数の複素共役成分を有する相関ベクトルの要素から空間
平均行列（一般化ＨＡＮＫＥＬ行列）が生成されていた。具体的には、実施例１及び２に
おける一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２は、１以上Ｎ以下の自然数Ｌを用いて示される
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相関ベクトルｒVL（式（２.１））を対象としてＬの範囲に応じた第１行列Ｒf1
Lと第２行

列Ｒf2
Lとを生成していた。変形例１では、ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２は、合成エコー

信号ベクトルｖ（ｔ）とＮ番目の成分の共役複素数ｖN
*（ｔ）との相関ベクトルｒVN、及

び、ｖ（ｔ）と１番目の成分の共役複素数ｖ1
*（ｔ）との相関ベクトルｒV1とを対象とす

る。このとき、一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２は、以下の式（５.１ａ），（５.１ｂ
）で示される相関ベクトルｒVN、ｒV1を生成する。
【０１０８】
【数３０】

【０１０９】
　一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２は、この相関ベクトルの要素を以下の式（５.２ａ
）、（５.２ｂ）及び式（５.３ａ）、（５.３ｂ）のように並べて行列Ｒf1，Ｒf2を生成
する。変形例１における一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部２２は、更にこのように生成され
た行列Ｒf1，Ｒf2に対し、式（２．１４）、（２．１５）と同様にして行列Ｒb1，Ｒb2を
求め、式（２．１６）の様に並べて線形演算子計算部２４へ送る一般化ＨＡＮＫＥＬ行列
Ｒとして用いる。以降、この一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒを用いた到来方向推定手法につい
ては、上述の実施例１を用いてもよいし、実施例２を用いてもよい。
【０１１０】
【数３１】

【０１１１】
　〔変形例１における作用及び効果〕
　変形例１では、Ｎ番目と１番目の複素共役成分を有する相関ベクトルの要素から一般化
ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒが生成され、この行列Ｒに基づいて到来方向推定が行われる。変形例
１によれば、実施例１及び２と較べて一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒを生成するために利用さ
れる相関ベクトルの要素は少なくなるものの、式（３.１２）で示されるような核行列Ω1

及びΩ2を用いた角度推定により高精度の到来方向推定を実現することができる。また、
変形例１によれば、相関ベクトルの扱われる要素数が少ないため計算量の削減という観点
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【０１１２】
　以下、図４及び５を用いて、変形例１における到来方向推定の効果について説明する。
図４は、従来技術を用いた到来方向推定の角度スペクトラムを示すグラフである。図５は
、変形例１における到来方向推定の角度スペクトラムを示すグラフである。なお、図４及
び５に示すシミュレーションでは、第１ターゲットが相対距離４０メートル（ｍ）の角度
０度に、第２ターゲットが相対距離４０（ｍ）の角度３度に存在するものと仮定している
。また、相対速度については両ターゲットとも０（ｋｍ／ｈ）としている。
【０１１３】
　図４には、従来技術を用いた到来方向推定の角度スペクトラムとして、ＤＢＦ法（ＦＦ
Ｔ－ＤＢＦと表記）、ＭＵＳＩＣ法（ＦＢＳＳ－ＭＵＳＩＣと表記）、先行技術文献の特
許文献２で開示される技術（ＰＲＩＳＭと表記）のそれぞれが示される。図４に示される
ように、従来技術では、第１ターゲット及び第２ターゲットの位置に明確なピークを確認
できるものの、その他の位置にも雑音に基づく偽ピークが存在する。
【０１１４】
　図５には、変形例１における角度スペクトラム（Ｍ－ＰＲＩＳＭと表記）と共に、上記
式（３.１２）における雑音部分空間の部分行列を示す核行列Ω1のみを分母に使った場合
の角度スペクトラム（ＤＥＮＯＭＩＮＡＴＯＲと表記 －　分子はａH（θ）ａ（θ）であ
り、ＰＲＩＳＭと同じ角度スペクトラムとなる）、信号部分空間の部分行列を示す核行列
Ω2のみを分子に用いた場合の角度スペクトラム（ＮＵＭＥＲＡＴＯＲと表記　－　分母
はスカラ１）がそれぞれ示される。図５に示す変形例１における角度スペクトラムによれ
ば、図４に較べ、偽ピークのレベルが１５デシベル（ｄＢ）近く改善し、第１ターゲット
及び第２ターゲットの位置のピークが顕著に示される。これは、信号部分空間の情報を用
いて角度推定しているからであると考えられる。具体的には、図５により、雑音空間にお
いて極小値を与えるモードベクトルが、同時に信号空間では極大値を与える、推定目標角
度のピークが強調され、雑音に基づく偽ピークが抑圧されていることが理解できる。
【０１１５】
　このように、変形例１のように、一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒを生成するために利用され
る相関ベクトルの要素数が特許文献２と同様に少ない場合であっても、本実施形態によれ
ば高精度の到来方向推定を実現することができる。これは、実施例１及び２に示すように
、更に多くの要素を用いて平均効果を向上させた一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒを用いれば、
より高精度の到来方向推定を実現することができることを示すものでもある。
【０１１６】
　[変形例２]
　図６は、変形例２における到来方向推定装置の構成を示すブロック図である。変形例２
における到来方向推定装置は、図６に示すように、実施例１における一般化ＨＡＮＫＥＬ
行列生成部２２、線形演算子計算部２３、プロパゲータ行列計算部２４に替えて、ＦＢＳ
Ｓ（Forward Backward Spatial Smoothing）行列生成部４１及び固有値分解処理部４２を
含む。変形例２における他の処理ブロックは、実施例１と同様である。
【０１１７】
　変形例２におけるＦＢＳＳ行列生成部４１は、合成エコー信号ベクトルｖ（ｔ）から共
分散行列ＲVVを算出する（式（６.１））。ＦＢＳＳ行列生成部４１は、この行列ＲVVに
既知の技術である前後方空間平均（ＦＢＳＳ）を適用することにより、（Ｌ×Ｌ）次の行
列ＲVV

fbssを生成する。ＦＢＳＳ行列生成部４１は、この行列ＲVV
fbssを固有値分解処理

部４２へ送る。
【０１１８】
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【数３２】

【０１１９】
　固有値分解処理部４２は、ＭＵＳＩＣ（MUltiple SIgnal Classification）法で行われ
ると同様に、行列ＲVV

fbssを以下の式（６.２）で示すように固有値分解することにより
、行列ＥS及びＥNをそれぞれ取得する。行列ＥNは雑音固有空間を張る固有ベクトルから
構成される行列を示し、行列ＥSは信号固有空間を張る固有ベクトルから構成される行列
を示す。固有値分解処理部４２は、取得された行列ＥS及びＥNを核行列計算部２５へ送る
。なお、行列ＥNの添え字Ｎは、受信アンテナ数Ｎを意味するものではない。
【０１２０】
【数３３】

【０１２１】
　核行列計算部２５は、行列ＥS及びＥNを用いて、以下の式（６.３）及び（６.４）に示
す核行列Ω1及びΩ2を算出する。式（６.４）における単位行列ＩLの次元Ｌは、Ｌ≧（Ｍ
＋１）を示す。以降、推定処理部２６により、このように算出された核行列Ω1及びΩ2が
用いられることにより実施例１と同様に到来方向推定が行われる。このΩ1及びΩ2とが直
交関係にあることは既知の事項であるから、ここでは説明を省略する。
【０１２２】
【数３４】

【０１２３】
　[変形例３]
　実施例１及び２における到来方向推定装置において、推定処理部２６は、核行列Ω1及
び核行列Ω2を用いて到来方向推定を行ったが、核行列Ω1のみを用いて以下の式（７.１
）により到来方向推定を行うようにしてもよい。核行列Ω1のみを用いた場合であっても
、核行列Ω1を生成するための一般化ＨＡＮＫＥＬ行列Ｒが複数の複素共役成分を有する
相関ベクトルの要素から得られているため、高精度の到来方向推定を行うことができる。
【０１２４】
【数３５】

【０１２５】
　［その他］
　〈ハードウェアの構成要素（Component）及びソフトウェアの構成要素（Component）に
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　ハードウェアの構成要素とは、ハードウェア回路であり、例えば、フィールド・プログ
ラマブル・ゲートアレイ（ＦＰＧＡ）、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、ゲートアレ
イ、論理ゲートの組み合わせ、信号処理回路、アナログ回路等がある。
【０１２６】
　ソフトウェアの構成要素とは、ソフトウェアとして上記処理を実現する部品（断片）で
あり、そのソフトウェアを実現する言語、開発環境等を限定する概念ではない。ソフトウ
ェアの構成要素としては、例えば、タスク、プロセス、スレッド、ドライバ、ファームウ
ェア、データベース、テーブル、関数、プロシジャ、サブルーチン、プログラムコードの
所定の部分、データ構造、配列、変数、パラメータ等がある。これらソフトウェアの構成
要素は、１又は複数のメモリ（１または複数のプロセッサ（例えば、ＣＰＵ（Central Pr
ocessing Unit）、ＤＳＰ（Digital Signal Processor）、ＧＰＧＰＵ（General Purpose
 Graphics Processing Unit）等）上で実現される。
【０１２７】
　なお、上述の各実施形態は、上記各処理部の実現手法を限定するものではない。上記各
処理部は、上記ハードウェアの構成要素又はソフトウェアの構成要素若しくはこれらの組
み合わせとして、本技術分野の通常の技術者において実現可能な手法により構成されてい
ればよい。
【符号の説明】
【０１２８】
１１　センサアレイ
１２　受信部
１３　ベースバンド変換部
１４　アナログデジタル変換（ＡＤ変換）部
２０　到来方向推定部
２１　到来信号数決定部
２２　一般化ＨＡＮＫＥＬ行列生成部
２３　線形演算子計算部
２４　プロパゲータ行列計算部
２５　核行列計算部
２６　推定処理部
３１　スケーリング行列計算部
４１　ＦＢＳＳ（Forward Backward Spatial Smoothing）行列生成部
４２　固有値分解処理部
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